
地域公共交通確保維持改善事業（被災地特例）

○ 復旧・復興の状況に応じた柔軟な対応により、被災地のバス交通の確保・維持を支援。

○補助対象事業

・ 「地域間幹線系統確保維持事業」の各種要件等を緩和した地域間輸送

（福島県の原子力災害被災地域における災害公営住宅経由系統）

・輸送量要件の緩和：「１日あたり輸送量１５人以上」の要件を緩和

・補助対象経費算定方法の緩和：補助対象限度額の非適用等

・バス車両補助の弾力化：車両購入費の補助対象化

（１）補助率
収支差等の１／２

（２）対象地域
避難指示・解除区域市町村（福島県内１２市町村）
［田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村］

地域間輸送 （被災地域地域間幹線系統確保維持事業）

： 帰還困難区域

： 福島原子力第一発電所20km圏内

令和７年度予算額 :136,121千円
（全額通常枠）


